
様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

○R2年度：令和元年度の検討会でまとめた県への提言書
の内容を具体化するために、具体的な対応を検討する。

○R元年度：今後県が推進すべき持続可能な観光と推進す
る団体についてのあり方検討会を実施した。また人材育
成を目的としたセミナーを実施した。

県単等 委託 ― ― ― 4,433 6,148 5,964 県単等

主な財源 実施方法
R元年度 R2年度 令和元年度活動内容と令和2年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

○R2年度：平成29年度事業終了。

予算事業名 エコツーリズム推進プラットフォーム事業

主な財源 ○R元年度：平成29年度事業終了。

一括交付
金（ソフ
ト）

負担 23,587 8,244 39,744 ― ― ―

２　取組の状況（Do）

予算事業名 環境共生型観光推進事業

主な財源 実施方法
H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 令和元年度活動内容と令和2年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

実施主体 県、市町村

 担当部課【連絡先】 文化観光スポーツ部観光振興課 【098-866-2764】

  環境共生型観光の推進のため、市町村、地域の協議会等が行う自然環境等の保
全に配慮した観光地づくりへの取組を支援することにより、沖縄観光の持続的発
展を図る。
　具体的には、地域活性化に資する持続可能な観光を推進するため、人材育成や
普及啓発活動等を行う。

H29 H30 R元 R2 R3

主な取組 環境共生型観光の推進

対応する
主な課題

③いわゆるブルー・ツーリズムなど自然環境を資源として利用する経済活動により一部自然環境の劣化がみられることから、適正な環境保全と利用
のルールを定め、自然環境の保全と経済活動の両立を図る必要がある。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 1-(1)-エ 自然環境の適正利用
施 策 ②　自然環境の持続可能な利用の促進

施策の小項目名 ○自然環境を利用するルールづくりの推進

１件

ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ支援

地域が行う観光資源の利用ルール等のプロモーション、人材育成などへの支援



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

令和元年度の取組改善案 反映状況

・保全利用協定締結地区への支援及び未締結地区への普及は自然保護課が中心と
なり事業を実施していくこととなったが、当課では必要な場合その支援を行う。

・地域活性化に資する持続可能な観光形態であるエコツーリズムを推進するた
め、人材育成や普及啓発活動等に取り組む。

・保全利用協定締結地区を増やすため、令和元年度は自然保護課において、締結
事業者に対しアンケート調査を実施し、認定事業者が求めるメリットや制度のあ
り方等を再検討した。

・令和元年度はエコツーリズム推進プラットフォーム事業にて、地域活性化に資
する持続可能な観光（サスティナブル・ツーリズム）を推進するため、人材育成
や普及啓発活動等に取り組んだ。

　環境保全活動支援として、ＮＰＯ法人沖縄
エコツーリズム推進協議会の活動支援を行っ
た。またプロモーション支援として、持続可
能な観光（サスティナブル・ツーリズム）に
関する国内外の情勢や諸課題などをテーマと
したシンポジウムを開催するなど、自然環境
に配慮した持続可能な観光を推進した。

活動指標名 R元年度

実績値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

活動指標名 プロモーション支援 R元年度

実績値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)

H30年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

１件 １件 ２件 １件 １件 １件 100.0%

活動指標名 環境保全活動支援数 R元年度 R元年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H27年度
　令和元年度はエコツーリズム推進プラット
フォーム事業にて、地域活性化に資する持続
可能な観光（サスティナブル・ツーリズム）
を推進するため、人材育成や普及啓発活動等
に取り組んだ。

１件 １件 １件 １件 １件 １件 100.0%

6,148 順調

H28年度 H29年度



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・保全利用協定締結地区への支援及び未締結地区への普及は自然保護課が中心となり事業を実施しているが、多くの事業者に参画してもらえるよう、当課でも周知
等の支援を行う。
・地域活性化に資する持続可能な観光（サスティナブル・ツーリズム）を推進するため、人材育成や普及啓発活動等に取り組む。

○内部要因 ○外部環境の変化

・保全利用協定は、事業間だけの自主ルールによる運用が前提となっており、保
全利用協定の認定を受けるメリットの創出や、協定締結事業者を増やすための施
策が必要である。

・世界自然遺産登録推薦の動きなどもあり、持続可能な環境共生型の観光推進に
向けた関心の高まりがある。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・保全利用協定未締結地域における普及活動においては、所管課である自然保護課と連携しながら、事業者への参画促進のための働きかけを行う必要がある。
・地域活性化に資する持続可能な観光（サスティナブル・ツーリズム）を推進するため、継続的に人材育成や普及啓発活動等に取り組む必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）


